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は じ め に
　ドイツの社会政策の歴史上初めて，2₀1₅年 1 月 1 日に法定の全国一律最低賃金制度が施行され
た1）．その根拠法は，「最低賃金法」（Mindestlohngesetz，正確には，Gesetz zur Regelung eines 
allgemeinen Mindestlohns,11. ₀₈. 2₀14, 以下 MiLoG と略記）である．当初の時間当たり最低賃金額
（税込み）は₈.₅₀ユーロ（以下€と標記）とされ， 2年後の2₀1₇年 1 月 1 日には₈.₈4€に引き上げられ
た．さらに2₀1₉年 1 月から₉.1₉€，2₀2₀年 1 月から₉.3₅€への引き上げが決定されている2）．最近の
為替レート（ 1 €＝131.3₇円 2₀1₈年 ₇ 月1₉日現在）で日本円に換算すると，時間当たり最低賃金は
1,1₀₀円から1,2₀₀円台まで引き上げられる予定となる．
　これまでドイツは法定最低賃金制度をもたずに，労使の団体交渉，労働協約締結とその拡張
適用により労働者の賃金労働条件の改善を進めてきた．しかし，ドイツの「協約自治」（Tarif-
autonomie）の実効性が年々弱められてきた．とりわけ雇用の「多様化」「弾力化」によってこの
「自治」が徐々に浸食され，一連の労働市場「改革」が労働協約による賃金労働条件規制の実効性
を弱めたことがその背景とされている3），4）．
　は じ め に
1．ドイツの社会政策体系における法定最低賃金制度
2．法定最低賃金の適用の範囲と除外
3．部門別最低賃金
4．賃金引き上げと雇用に対する効果
　お わ り に
松　丸　和　夫
ドイツの法定最低賃金制度（MiLoG 2₀1₅）と 
その賃金・雇用に対する影響に関する若干の考察
1）　Düwell, Franz Josef/Jens Schubert （2₀1₇） S. 23. ただし，厳密には，東西統一前の旧東ドイツで，
1₉₅₈年に法定最低賃金が導入されていた．
2）　2₀1₈年 ₆ 月2₆日に連邦労働社会省大臣が発表した．
3）　Düwell, Franz Josef/Jens Schubert （2₀1₇）は，特定部門での協約自治の弱体化の理由として，労働
市場改革法による労働市場の弾力化，様々な特徴と有する不安定雇用の成立，具体的には派遣労働，偽
装請負，有期契約の連鎖と根拠なき有期契約の蔓延，一人事業主，僅少雇用，不安定なフルタイムの増
大を指摘している．Ebenda, S. 2₇.
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1 ．ドイツの社会政策体系における法定最低賃金制度
　ドイツでは，2₀1₇年 ₉ 月24日の連邦議会選挙以来 ₆ か月あまり，連立政権の枠組みが決まらず
交渉が長引いていた．選挙で過半数の議席をどの政党も獲得できず，CDU/CSU（キリスト教民主
同盟・キリスト教社会同盟）と SPD（社会民主党）という三大政党による連立政権，第 4 次アンゲ
ラ・メルケル（Angela Dorothea Merkel）政権が発足したのは，2₀1₈年 3 月14日のことであった．
　MiLoG は，第 3 次メルケル政権時の2₀14年 ₈ 月11日に成立し， ₈ 月1₆日に発効した．同年12月
14日には，法で定められた最低賃金委員会（Mindestlohnkommission）が，内閣によって招集さ
れ，その活動を開始した₅）．それに先立ち，CDU/CSU/SPD 3 党間で締結された2₀13年12月1₆日の
「連立協定」（Koalitionsvertrag，全文1₈₅ページ）の3₇ページ以降に，一般的法定最低賃金の項目が
盛り込まれていた₆）．
　そこでは，「Gute Arbeit（よき労働）は，一方で報われる，生活を保障するものでなければなら
ない．他方で，社会保険加入義務のある雇用が維持され続けるためには，生産性と賃金額が対応
しなければならない」と，法定最低賃金制度の性格づけがなされていた₇）．すでに，法施行に先立
つ 1年少し前の段階で，MiLoG の骨格は決まっていた．
4）　大重光太郎（2₀14）も，端的に「労働組合の力が弱まり労働協約の規制力が低下するなか，従来の枠
組みでは低賃金化をふせぐことができなくなった．これが最賃法制が望まれるようになった背景であっ
た．」（同論文 1頁．）とし，一方，岩佐卓也（2₀1₅）も，「ドイツは『高賃金の国』であり，それを担保
しているのが労働協約であると理解されてきたが，そのことが打倒する範囲は着実に狭まっており，こ
れに対して，労働協約が存在しても低賃金である領域や，そもそも労働協約が存在しない領域が拡大し
ている．その結果，むしろ低賃金労働者の増大が今日のドイツを特徴づけている」とまで断言している．
（同書131頁）．労働協約への高い信頼とそれを維持するためにも，協約自治のほころびを縫合するために
法定最低賃金制度は導入されたし，高生産効率に支えられた高賃金をドイツの国際競争力の源泉とみる
コンセンサスが試練に立たされている．
₅）　MiLoG の第 4 条から第1₀条は，最低賃金委員会について次の通り定めている．まず第 4 条第 1 項で
は，この委員会が最低賃金額の改定の権限を持つ政府直轄の委員会であること，第 2項では，委員の任
期を ₅年とし， 1名の女性または男性の議長そして ₆名の議決権を有する常任委員と 2名の議決権を持
たない学術分野の委員（諮問委員）で構成されている．第 ₅条によれば，議決権を持つ委員の内訳とし
て，使用者団体と労働組合の全国中央組織推薦の委員が各々 3人含まれる．最低賃金委員は ₅年ごとに
新たに任命される．
₆）　Fischer-Lescano, Andreas/Ulrich Preis/Daniel Ulber （2₀1₅） S. 1₇.  本稿では取り上げないが，
MiLoG 成立にあたって憲法との整合性，国内法との整合性，EU 法との整合性に関して解決すべき問題
がどのように扱われたかについて同書は詳しく論じている（Ebenda, S. 1₇f.）.
₇ ）　„Deutschlands Zukunft gestalten: Koalitionsvertrag zwischen CDU, CSU und SPD, 1₈. 
Legislaturperiode“, SS. ₆₇-₆₈. なお，ドイツの法定最低賃金制度と Gute Arbeit を関連付けて論じた川
田知子（2₀1₆）14₇頁- を参照されたい．
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　最近のドイツ社会政策の教科書によれば，ドイツ連邦共和国が成立以降の社会政策立法の略年
表は，次のように整理されている₈）．一番最近のドイツの社会政策立法が，全国一律最低賃金法で
ある．
　1₉₅1年　　　　労働保護法
　1₉₅2年　　　　母性保護法
　1₉₅4年　　　　児童手当法
　1₉₅₇年　　　　年金制度改正法
　1₉₆1年　　　　連邦社会扶助法
　1₉₆₉年　　　　雇用促進法
　1₉₇1年　　　　疾病労働者への賃金支払い法
　　　　　　　　職業訓練促進法
　1₉₇2年　　　　共同決定法
　1₉₈₅年　　　　育児手当・休暇法（2₀₀₇年～両親手当・時間法）
　1₉₉₀年　　　　児童青少年扶助法
　2₀₀3／2₀₀₅年　ハルツ労働市場改革法
　2₀1₅年　　　　全国一律最低賃金法
　1₈₈3年の労働者疾病保険，1₈₈4年の労働者災害保険，1₈₈₉年の労働者老齢・傷病保険というビ
スマルクの社会保険三部作から今日の社会保険に至る系譜，1₈₅2年のエルバーフェルト・モデル
（1₈₅2年）から1₉24年の公的救護規則を経て1₉₆1年の連邦社会扶助法に至る公的扶助の系譜，これ
らとは相対的に区別される系譜の社会政策としての労使関係・労働協約立法の系譜上に MiLoG は
位置づけられる₉）．
2 ．法定最低賃金の適用の範囲と除外
　MiLoG は，一見独立した法律であるが，実は，「協約自治強化法」（Gesetz zur Stärkung der 
Tarifautonomie vom 11. August 2₀14）の第 1部として位置づけられている．同法には，最低賃金以
外に，第 2 部で労働裁判所法の改正，第 3 部でヤミ労働撲滅法の改正，第 4 部で所得統計法
₈）　Boeckh, Jürgen/Ernst-Ulrich Huster/Benjamin Benz/Johannes D. Schütte （2₀1₇）S. 121の図より一
部抜粋の上掲示した．
₉）　Boeckh, Jürgen/Ernst-Ulrich Huster/Benjamin Benz/Johannes D. Schütte （2₀1₇）によれば，ドイ
ツの所得（再）分配の手段は，使用者団体と諸労働組合との労働協約政策，国家および地方自治体の公
租公課政策，社会保障諸制度に分類される．そして，労働協約を労使関係において自治的に形成するこ
と，すなわち「協約自治」は，ドイツの基本法第 ₉条第 3項によって保護されてきた．Ebenda, S. 2₀3.
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（Verdienststatistikgesetz）の改正，第 ₅ 部で労働協約法（Tarifvertragsgesetz）の改正，第 ₆ 部
で労働者送り出し法（Arbeitnehmer-Entsendungsgesetz）の改正，第 ₇ 部で労働者派遣法
（Arbeitnehmer-Überlassungsgesetz）の改正，第 ₈ 部で社会法典第三部の改正，第 ₉ 部で社会法典
第四部の改正，第1₀部で社会法典第十部の改正，第11部で営業条例（Gewerbeordnung）の改正
等々が含まれている1₀）．
　このようにドイツの伝統的な協約自治（部門別労使自治）を補完しかつ強化するという建前の法
改正の一部として成立した MiLoG は，第 1条で，「最低賃金」を以下のように定義している．
第 1条　最低賃金
（ 1）すべての女性被用者（Arbeitnehmer）と男性被用者は，少なくとも最低賃金額での労働
対価（Arbeitsentgelt）の使用者による支払いを請求する権利をもつ．
（ 2）最低賃金の額は，2₀1₅年 1 月 1 日以降， 1時間につき₈.₅₀ユーロ（税込み）とする．最低
賃金の額は，常設の労使当事者団体の委員会，すなわち最低賃金委員会（Mindest-
lohnkommission）の提案に基づき，連邦政府の法令を通じて変更が可能である．
（ 3）労働者送り出し法（Arbeitnehmer-Entsendegesetz）及び労働者派遣法（Arbeitnehmer-
überlassungsgesetz）並びにそれらを基礎に告示された法令の諸規定は，それらの基礎の上に
制定された部門（Branchen）別最低賃金額がこの法律の定める最低賃金額を下回らない限り
で，この法律の諸規定に優先する．
　要点を整理すると，MiLoG 第 1条は，①すべての被用者が適用対象，②法定最低賃金の時間額
₈.₅₀€以上，③最低賃金を超える部門別賃金の優先適用，の 3 点である．最低賃金法に基づく最低
賃金が適用される労働者の範囲は，第 1条第 1項の「被用者」一般という原則論にもかかわらず，
実際には以下の範疇に関しては適用の限定あるいは除外がなされる11）．
　（ 1）　満1₈歳以下の男女の被用者は除外
　（ 2）　 1年以上の長期失業者が雇用される場合の最初の ₆か月間は適用除外
1₀）　岩佐卓也（2₀1₅）が指摘しているとおり，「法定最低賃金が存在しなくとも，労働協約によって労働者
の生存を維持する賃金水準は十分に保障されているとドイツでは考えられてきた」（同書13₀頁）から，
「むしろそれは協約自治への国家介入として」（同）警戒されていた．こうした法定最低賃金制度に対す
る伝統的警戒を最初に打ち破った労働組合として NGG（Gewerkschaft Nahrung-Genuss-Gaststätten
食品・飲料・旅館業労働組合）の方針転換の経緯は，同書133ページ以降に詳しい．なお，同組合は2₀1₇
年約2₀万人の組合員を組織している．
11）　BMAS （2₀1₇）S. ₆ff. 連邦労働社会省が編集した最低賃金に関する問答集には，具体的な疑念や解釈に
ついての疑問に具体的な回答を列挙している．しかし，その法的根拠は，必ずしも逐次明示されておら
ず，関連する法令全体を見渡すことが求められる．
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　（ 3）　職業訓練法に基づく訓練生（Auszubildende）は除外
　（ 4）　名誉職として活動する個人は除外
　（ ₅）　ボランティア活動に従事する個人は除外
　（ ₆） 　雇用促進施策（Maßnahmen der Arbeitsförderung）の女性および男性の参加者は除外
　（ ₇）　家内労働法（Heimarbeitsgesetz）に基づく女性および男性の家内労働者は除外
　（ ₈）　自営業者（Selbstständige）は除外
　他方で，付加的に適用対象とされるのは，年金生活者，1₈歳以上の生徒，ドイツで働く外国人
労働者，国境を越えて働く労働者，障害者の一定要件を満たした人，季節労働者，職業実務訓練
生（Praktikanten）12）（但し 3か月未満の自由意志の訓練生は除く）等々と例示されている13）．
　MiLoG 第 3条は，「最低賃金の不可侵性」として，「最低賃金に対する請求権を下回るか，その
実行を制限または排除する取り決めは，その限りで無効である．第 1 条第 1 項により成立する請
求権が女性被用者と男性被用者に断念させうるのは，裁判による調停が成立する場合に限られる．
それ以外には，断念させてはならない．請求権の喪失は許されない．」と規定している．
3．部門別最低賃金
　MiLoG 第 1条第 3項は，全国一律最低賃金の適用に優先されるべき労働協約の一般的拘束力に
基づく部門別最低賃金を決定することを可能にしている．伝統的なドイツの労働協約自治は，全
国一律の最低賃金に優先し，その法的根拠は，労働協約法（1₉4₉年），被用者送り出し法（1₉₉₆
年），被用者派遣法（1₉₇2年）というすでに施行されていた労働法の中に盛り込まれた14）．
　以下の表 1 から表 4 は，2₀1₈年 ₈ 月時点で13部門にある部門別最低賃金表のいくつか示したも
のである．
　表 1は，建設業の基本部門（Bauhauptgewerbe）の約₅₆万人の労働者に適用される最低賃金であ
る．部門別に共通することであるが，必ずしも全国一律最低賃金とはなっておらず，建設業の基
本部門の一般作業者の最低賃金だけは全国一律で時給11.₇₅€～12.2₀€と決定され，専門作業者に関
しては，旧西ドイツとベルリンがこの全国一律最低賃金より若干上乗された金額設定となってい
12）　Schubert, Jens/ Kristin Jerchel/ Franz Josef Düwell （2₀1₅）は，MiLoG の適用範囲と適用除外の法
的根拠について詳しく説明している（Ebenda, S. 3₇f.）．
13）　Ebenda.
14）　MiLoG の立法と同時に，労働協約法（Tarifvertragsgesetz）の重要な改正が行われた．同法第 ₅条で
は，一般的拘束力宣言の成立要件とされてきた₅₀％基準が廃止され，労働協約両当事者（使用者団体と
労働組合）の共同提案に基づいて宣言が成立できるようになった．この点について詳しくは，Schubert, 
Jens/Kristin Jerchel/Franz Josef Düwell （2₀1₅） S. 41. を参照されたい．
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表 2　建造物清掃業の最低賃金
適用地域 部門・職種 時間額（€） 適用期間
ベルリンを含む旧西ドイツ
室内・客室清掃
1₀.3₀ 2₀1₈年 1 月～
1₀.₅₆ 2₀1₉年 1 月～
1₀.₈₀ 2₀2₀年 1 月～
ガラス・ファ
サード清掃
13.₈2 2₀1₉年 1 月～
14.1₀ 2₀2₀年 1 月～
旧東ドイツ
室内・客室清掃
　₉.₅₅ 2₀1₈年 1 月～
1₀.₀₅ 2₀1₉年 1 月～
1₀.₅₅ 2₀2₀年 1 月～
1₀.₈₀ 2₀2₀年12月～
ガラス・ファ
サード清掃
12.1₈ 2₀1₈年 1 月～
12.₈3 2₀1₉年 1 月～
13.₅₀ 2₀2₀年 1 月～
14.1₀ 2₀2₀年12月～
資料）表 1に同じ
る．2₀1₈年 1 月を起点に， 1年ごとに引き上げられるパターンをとっている．
　次の表 2は，建造物清掃業の最低賃金である．まず適用地域が旧西ドイツ（ベルリン全域を含む）
と旧東ドイツに区分されている．さらに，必要とされる技能・熟練に応じて室内・客室清掃職種
とガラス・ファサード清掃の二つのランクが設けられている．室内・客室清掃は，旧西ドイツが
2₀1₈年 1 月から時給1₀.3₀€を起点に2₀2₀年 1 月からは1₀.₈₀€へと引き上げられる．これに対して，
旧東ドイツ地域では，2₀1₈年 1 月からの₉.₅₅€を起点に 3 回の改訂を経て2₀2₀年12月以降は旧西ド
イツと同額の1₀.₈₀€に追いつく予定になっている．このことは，ガラス・ファサード清掃職種につ
いても当てはまり，2₀2₀年12月以降は14.1₀€と旧東西ドイツは一律の最低賃金となる．ドイツ全土
表 1　建設業の部門別最低賃金
適用地域 部門・職種 時間額（€） 適用期間
全国一律 作業者
11.₇₅ 2₀1₈年 3 月～
12.2₀ 2₀1₉年 3 月～
旧西ドイツ 専門作業者
14.₉₅ 2₀1₈年 3 月～
1₅.2₀ 2₀1₉年 3 月～
ベルリン 専門作業者
14.₈₀ 2₀1₈年 3 月～
1₅.₀₅ 2₀1₉年 3 月～
資料）WSI　Tarifarchiv, Mindestlöhne in Deutschland より筆者作成
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表 3　派遣労働の最低賃金
適用地域 時間額（€） 適用期間
旧西ドイツ
₉.4₉ 2₀1₈年 4 月～
₉.₇₉ 2₀1₉年 4 月～
₉.₉₆ 2₀1₉年1₀月～
ベルリンを含む旧東ドイツ
₉.2₇ 2₀1₈年 4 月～
₉.4₉ 2₀1₉年 1 月～
₉.₆₆ 2₀1₉年1₀月～
資料）表 1に同じ
表 4　介護労働者の最低賃金
適用地域 時間額（€） 適用期間
ベルリンを含む旧西ドイツ
1₀.₅₅ 2₀1₈年 1 月～
11.₀₅ 2₀1₉年 1 月～
11.3₅ 2₀2₀年 1 月～
旧東ドイツ
1₀.₀₅ 2₀1₈年 1 月～
1₀.₅₅ 2₀1₉年 1 月～
1₀.₈₅ 2₀2₀年 1 月～
資料）表 1に同じ
で約₇₀万人の労働者に適用される部門別職種別の一律最低賃金の実現である．
　表 3 は，前の二つの表と比べるとシンプルになっている．派遣労働（Leiharbeit/Zeitarbeit）の
適用地域は，旧西ドイツとベルリンを含む旧東ドイツ地域に分けられている． 1 年遅れではある
が，2₀1₉年 4 月から東の最低賃金が2₀1₈年 4 月の西の最低賃金額₉.4₉€に追いつき，2₀1₉年1₀月か
らは東西格差₀.3€まで縮まる予定である．ドイツでは，労働者派遣法第 3条 a に基づき派遣労働賃
金に関する一般的拘束力宣言が最初に発布されたのは2₀12年 1 月であった1₅）．
　表 4 は，全ドイツに₈₀万人といわれる介護労働者の最低賃金を表している．労働者送り出し法
第11条に基づき，2₀1₀年 ₈ 月に初めて一般的拘束力宣言が発布された介護労働の最低賃金は 1 年
ごとに引き上げられ，旧西ドイツでは2₀2₀年 1 月から11.34₅€，旧東ドイツでは2₀2₀年 1 月から
1₀.₈₅€に引き上げの予定である．
1₅）　2₀11年に改正された労働者派遣法第 3条 a により，派遣労働に従事する労働者のいる労働組合と使用
者団体が労働協約を締結した場合，労働社会省が法令により派遣労働の最低賃金を拡張適用できること
となった．
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4 ．賃金引き上げと雇用に対する効果
　2₀1₅年 1 月に MiLoG が施行される前，最低賃金委員会は，最低賃金の影響を受けるとみられる
労働組合，使用者団体，その他の組織委や研究機関にパブリックコメントを求めた．2₀1₆年 3 月
に関係者に発信され， ₆月に集約されたヒアリング項目は，以下の 4点であった．
　 1．2₀1₅年 1 月の法定最低賃金への原則的評価
　 2．法定最低賃金が労働者の適切な最低限保護に与える影響
　 3．法定最低賃金が公正な，実際に機能する競争条件に与える影響
　 4．法定最低賃金が雇用に与える影響1₆）
　パブリックコメントとして最低賃金委員会に寄せられた回答の主なものを紹介しよう．デース
ブルク・エッセン大学付属労働と職能研究所のゲアハルト・ボッシュ教授は，少なくとも2₀1₅年
初頭には，MiLoG によって4₀₀万人の雇用者が賃金引き上げの請求権を持つだろう．低賃金労働者
の生活状態が改善され，それによって企業の競争力が損なわれることはないだろう．とはいえ，
近隣の西側諸国の最低賃金と比較して，₈.₅₀€の最低賃金は低すぎるとの評価を受けるだろうと断
言する．さらに，最近の国際的な最低賃金研究によれば，最低賃金の導入が雇用も企業競争力を
損ねることはないだろう，と断定している1₇）．
　ドイツ貨物輸送・流通・廃棄物処理組合（Bundesverband Güterkraftverkehr Logistik und 
Entsorgung, BGL）は，国内の運輸・流通業にとっては，最低賃金は何の問題もない．しかし，問
題は，地域にまたがる，あるいは外国の輸送業者の最低賃金の管理が有効に機能するかどうかで
ある．4₀％強の外国の事業者は，最低賃金はもとより事業者としての公租公課を遵守させること
が難しいだろう，と危惧の念を表している1₈）．
　ドイツ女性会議（Deutscher Frauenrat）は，法定最低賃金制度を2₀₀₆年から要求しており，
2₀1₅年の実施を歓迎している．その上で，連邦統計局によって4₀₀万人と推計されている最低賃金
の賃金引き上げ効果を受ける人々のうち2₅₀万人が女性であること，労働市場における性差別のな
い状態への遅すぎたが意義ある一歩と評価している1₉）．
　ドイツ労働総同盟（Deutscher Gewerkschaftsbund, DGB）の回答は，冒頭に「使用者団体や経
済団体，科学者並びに組合政策に関わる人々からの疑念や心配に対して，この最低賃金制度は機
能する，と確信する」と述べている2₀）．2₀1₅年 1 月以降少なくとも33₀万人の労働者が賃金引き上
1₆）　Mindestlohnkommission （2₀1₆）
1₇）　Ebenda, S. 1ff.
1₈）　Ebenda, S. 14ff．
1₉）　Ebenda, S. 1₉f．
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げの請求権を持つことになり，さらに₇₀万人の協約賃金適用夫労働者にも好影響があると答えて
いる．これ以外にも1₉の研究機関，団体からコメントが寄せられた．
　それでは，実際に2₀1₅年 1 月に法定最低賃金が施行された後の影響についての実証的な影響分
析の研究成果を若干紹介しよう．
　第一に，ベルリンに所在するドイツ経済研究所（DIW Berlin）21）は，ドイツの代表的なパネル調
査（SOEP, Sozioökonomische Panel）のデータを用いて，2₀1₅年 1 月に導入された法定最低賃金の
賃金水準への影響を次のように特徴づけている．
　「2₀1₅年 1 月の最低賃金の導入以後，低賃金の賃金引き上げ請求権を持つ雇用者の賃金増加が加
速されている22）．」最低賃金額₈.₅₀ユーロを下回る労働者の数は，2₀1₅年にはおよそ21₀万人だった
のが，2₀1₆年上半期には1₈₀万人に減少した．しかし，最低賃金が導入される直前には，2₈₀万人
弱が₈.₅₀ユーロ未満だったから，1₀₀万人減少したことになる．しかし，最低賃金への引き上げ請
求権を持たない自営業者の場合，2₀1₆年になってもなお₈.₅₀ユーロ未満しか稼げない人は44₀万人
もいた23）．
　第二に，同じく SOEP のパネルデータを用いて，法定最低賃金の導入効果を分析した Putsch, 
Toralf （2₀1₈）によれば，「最低賃金導入後の 3年間で低賃金セクターの賃金は再び上昇した．それ
にもかかわらずドイツでは最低賃金の恩恵を受けない多数の人々がなお存在する24）．」WSI の労働
市場分析部長でもある筆者の Putsch は，最低賃金と不当に低い賃金の雇用の問題を被っているの
は，フルタイムで働く労働者においても女性だと指摘している2₅）．ワーキング・プアを意味する
Erwerbsarmut という用語を用いながら，最低賃金以下の低賃金労働の数的偏在を分析している．
特に，個人世帯サービス，宿泊業，小売業等で最低賃金以下の労働者の割合が高いとしている2₆）．
　第三の，最低賃金とワーキング・プアとの関係を取り扱った Helmrich, Christian （2₀1₅）は，
ドイツにおいてなぜ低賃金セクターが拡大してきたのか，そしてなぜ克服されなければならない
のかと仮設を立て，「社会問題としての低賃金セクター」を理論展開している2₇）．最低賃金額の設
2₀）　Ebenda, S. 2₇f.
21）　DIW Wochenbericht Nr. 4₉ （2₀1₇） Mindestlohn noch längst nicht für alle -Zur Entlohnung 
anspruchsberechtigter Erwerbstätiger vor und nach der Mindestlohnreform aus der Perspektive 
Beschäftigter.
22）　Ebenda, S. 11₀₉.
23）　Ebenda. しかしこのように法定最低賃金制度の効果を否定するようなデータについて，SOEP のパネ
ルデータのもつ特性を考慮しなければならない．すなわちパネル調査対象者がその申告において，実際
より労働時間を長めに評価し，賃金を実際より少なめに計算する誤差の問題である．Ebenda, S. 1113.
24）　Putsch, Toralf （2₀1₈） S. 2₅2.
2₅）　Ebenda, S. 2₅3.
2₆）　Ebenda, S. 2₅₆.
2₇）　Helmrich, Christian （2₀1₅） S. 2₇f.
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定水準，雇用の安定・不安定が労働者の「生存保障（Existenzsicherung）」にとって重要な問題で
あることが法社会科学的に明らかにされている．
　2₀1₅年 1 月に導入された法定最低賃金は，大きな期待と結びつけられ，他方で大きな懐疑と批
判を呼び起こしたが，これはドイツの労働市場における一つの通過点であった2₈）．SOEP のデータ
を用いた試算では，2₀14年と2₀1₆年の最低賃金の請求権を持つ雇用者の平均実態時間賃金
（tatsächlicher Stundenlohn）は，1₆.2₈€から1₇.1₆€に上昇した．しかし，男女別では男が1₈.₉3€，
女が1₅,33€，雇用形態別，企業規模，地域等によるばらつきもうかがえる2₉）．
　労働協約上の労働時間に合致しない短時間雇用者や僅少雇用（geringfügige Beschäftigung）に
とっては，法定最低賃金は，その賃金引き上げ効果を十分に発揮していない．調査研究が求めら
れる課題である3₀）．
　雇用とは一定の質をともなう経済量である．MiLoG の実施によって，低賃金セクターは減少す
るか，しかも雇用量全体を減らさないか．この問いかけに対する最終的な結論はまだ保留しなけ
ればならない．2₀1₈年 ₇ 月のドイツ登録失業者数は232万人，失業率は₅.1％であった31）．社会保険
加入義務のある雇用も増加している．こうしたドイツ労働市場の「好調」は，ドイツ経済自身の
好調の成果なのか，あるいは一連の労働市場改革の成果なのか，あるいは，2₀1₅年の MiLoG 実施
によって促進されたのか，議論はつきないだろう．
お わ り に
　大連立政権とドイツ経済の「絶好調」という条件の下であっても，ドイツ史上初めて法定最低
賃金制度が現実に始動したことの意義は大きい．同時に，かずかずの種類の低賃金労働者が，適
用範囲から除外されたことに対する批判もなされている．しかし，社会政策の長い歴史をもつド
イツにおいて，労働組合の団体交渉による労働条件の改善だけではなく，法律に基づく，しかも
旧東西ドイツの賃金格差を当面は認めながら一律の最低賃金を定めたことの意義は大きい．
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